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平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 平成 32年度 平成 33年度 平成 34年度 

      

 

 

 

地域福祉とは、それぞれの地域において人びとが安心して暮らせるよう、地域住民や公私の社会福祉関係者

がお互いに協力して地域社会の福祉課題の解決に取り組む考え方です 

これからのまちづくりは、子どもから高齢者、障がいを持つ人まで誰もが住み慣れた地域の中で、いきいき

と安心して暮らせるような仕組みをつくり、それを持続させていくことが必要です。そのためには、さまざま

な生活課題について、住民一人ひとりの努力（自助）や住民同士の相互扶助（共助）、公的な制度（公助）が連

携することによって解決していくことが求められます。 

 

第２次地域福祉計画（評価・見直し） 

第３次地域 
福祉計画 
策定 

第３次地域
福祉計画 

自助 

自分や家族でできることは

自分でする 

●家族介護、子育てなど 

共助 

地域でできることは 

地域で 

●高齢者の見守りや交流、 

地域防災、防犯など 

公助 

個人・家族や地域でできな

いことを公的制度で 

●医療、介護保険、保育所、 

障害福祉サービスなど 

地域福祉とは 

計画の位置付け 

社会福祉法 107 条に基づく行政計画で長期総合計画が上位計画です。 

また、本計画は、「第 4 次有田市長期総合計画（後期基本計画）」を上位計画とし、「有田市介護保険事業計画

（第 6 期）及び老人福祉計画」「有田市障害者基本計画」「第 4 期 有田市障害福祉計画」「有田市子ども・子

育て支援事業計画」等の個別計画との整合性と調和を図りながら、地域福祉を推進するために、今後取り組む

べき課題を明らかにし、それに対する理念と今後の方向性を定めるものです。 

また、本計画は社会福祉法人有田市社会福祉協議会が策定する「有田市地域福祉活動計画」と車の両輪のよ

うに相互に連携・補完していきます。 

計画の期間 

本計画の期間は、平成 29 年度から平成 33 年度までの 5 年間とします。 

また、計画期間中は、着実な計画の実行を行うとともに、具体的な進捗状況の評価・見直しを行います。 

【自助・共助・公助のイメージ】 

【計画の期間】 
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有田市を取り巻く現状は 

＜人口・世帯等】＞ 
 

○人口は減少傾向であるとともに、年少人口の 

減少と高齢人口の増加という少子高齢化を迎 

えています。また、死亡数が出生数を上回る 

自然減、転出者数が転入者数を上回る社会減 

もあり、世帯員が一人だけである単独世帯・ 

65 歳以上の世帯員のいる核家族世帯・高齢 

夫婦世帯が増加するなどの家族構成の変容が 

みられます。 

＜教育・福祉＞ 
 

○教育・保育 

保育所在所児数は減少傾向を、幼稚園在園者 

数は平成 25 年以降、減少に転じています。 

また、保育所在所児数は、0～2 歳児の占める 

割合が増加傾向を示しています。さらに、 

小学校児童数・中学校児童数・高等学校生徒数 

は、減少傾向を示しています。 
 

○要介護認定者数・認定率 

認定者数が増加するとともに、認定率も増加が 

みられます。 
 

○障害者手帳保持者数の推移 

平成 20 年以降、身体障害者（児）手帳所持者 

数は横ばいですが、療育手帳所持者数・精神保 

健福祉手帳所持者数は増加傾向がみられます。 
 

○生活保護受給世帯及び受給者数の推移 

平成 23 年以降、被保護人数・被保護世帯数と 

もに増加傾向がみられます。 

35,683 35,401 34,810 34,283 33,661 
32,143 

30,592 
28,908 

27,268 
25,519 

23,759 
21,988 

20,232 

1,769

10,148

8,315

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

昭和55年昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年平成17年平成22年平成27年平成32年平成37年平成42年平成47年平成52年

総人口 0～14歳（年少人口） 15～64歳（生産年齢人口） 65歳以上（老年人口）

【推計人口】 

696 667 669 667 671 664 

161 170 177 164 161 152 

0

200

400

600

800

1,000

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年

保育所在所児数 幼稚園在園者数

【保育所在所児数・幼稚園在園者数の推移】 

※有田市人口ビジョン 

※保育所在所児数は有田市福祉課 幼稚園在園者数は学校基本調査 

225 220 

161 
360 99 

195 
229

321
240

268

174

255

160

21415.7 

19.8 

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

平成21年

3月末

平成22年

3月末

平成23年

3月末

平成24年

3月末

平成25年

3月末

平成26年

3月末

平成27年

3月末

平成28年

3月末時点

平成28年

6月末時点

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 認定率

【要介護認定者数・認定率の推移】 

※平成 20 年度から平成 26 年度：厚生労働省「介護保険事業状況報告（年報）」、平

成 27 年度：「介護保険事業状況報告（3月月報）」、平成 28 年度：直近の「介護保

険事業状況報告（月報）」 

（人） 

（人） 

（人） （％） 
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＜アンケート調査結果＞ 
 

○福祉への関心 

若年層への地域福祉に関する意識の啓発を行い、 

一人ひとりが活動する主体となるよう促進する 

ことが求められます。 
 

○暮らしの情報の入手方法 

インターネットなど、様々な手法で情報提供 

を行うことが重要です。 
 

○地域活動への参加 

若年層が地域活動に関心を持ち活動に参加すると 

ともに、女性が地域活動の場で活躍できる環境 

づくりが必要です。 
 

○民生委員児童委員の認知度 

市民に民生委員児童委員が実施している活動を 

理解してもらい、地域福祉の担い手として活動 

しやすい環境を整備することが必要です。 
 

○ボランティア活動への興味や参加意向 

若年層にボランティア活動への興味関心を持た 

せる仕組みが必要です。 
 

○地域生活全般について（複数回答可） 

隣近所との関係を強めるとともに、地域における 

防犯・防災体制を整備することが求められます。 

また、支援を必要とする高齢者を地域で見守る 

ことで防災体制を整備することが求められます。 

 

【福祉への関心】 

17.6 

33.8 

6.6 

40.6 

1.5 

(n=951)

参加している

活動内容により参加している

気が向いたときに参加している

参加していない

無回答

26.7 

57.0 

10.3 

1.2 3.5 
1.4 

(n=951)

とても関心がある

ある程度関心がある

あまり関心がない

全く関心がない

わからない

無回答

【地域活動への参加】 
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計画の基本理念 

平成 28年 3月策定の第4次有田市長期総合計画後期基本計画では、「Active Arida」をキャッチフレ

ーズとして掲げ、目指すべき都市像を「活力あふれる明るい未来のまち」としています。また、市民との

協働による開かれた行政の考え方を基本に 7つの分野別まちづくりの目標を設けています。 

本計画は、第4次有田市長期総合計画後期基本計画の目標を基に、 

 

「ともに支え合い、健康で安心して暮らせる福祉のまち」 

 

の実現をめざし、地域福祉を推進します。 

計画の体系 

と
も
に
支
え
合
い
、
健
康
で
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
福
祉
の
ま
ち 

基本理念 基本目標 基本施策 

基本目標１ 
 

地域で互いに 

支え合う 

まちづくり 

基本目標２ 
 

市民一人ひとりが 

活躍する 

まちづくり 

基本目標３ 
 

安全・安心な 

まちづくり 

１ 地域住民活動の推進 
●地域を支えるネットワークづくり ●コミュニティ活動の推進 
●ＮＰＯ・ボランティア等の活動促進 ●交流の場の体制整備 

２ 支え合いと交流の推進 
●子ども・親同士が交流できる場の充実  
●障がい者の交流機会の充実 
●世代間交流の推進 

３ 地域包括ケアシステムの推進 
●見守りネットワークの充実 ●介護・福祉・医療の連携強化 
●健康づくりと介護予防の総合的な推進 

１ 福祉教育の推進と人材育成 
●福祉活動の担い手育成 
●福祉教育の推進 

２ 情報提供・相談支援体制の充実 
●身近な総合的な相談支援体制の充実  
●情報提供体制の充実  ●生活困窮者への支援 
●権利擁護の充実     ●障がい者の就労支援の充実 
●子育て支援の充実 

１ 防災対策の推進 
●防災活動の充実 
●避難行動要支援者支援体制の充実 

２ 防犯対策の推進 
●防犯体制の整備 
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基本目標 1 地域で互いに支え合うまちづくり 

地域ぐるみで助け合い、支え合う仕組みをつくることで、支援の必要な人が気兼ねなく支援を受けられ

るまちをつくります。 

 

基本施策１．地域住民活動の推進 

（１）地域を支えるネットワークづくり 

●民生委員・児童委員等、地域における支援者の連携を促進し、交流活動や支援活動が充実・活発化するよ

う支援のネットワーク構築をめざします。 

（２）コミュニティ活動の推進 

●地域包括支援センター、社会福祉協議会、ボランティア団体、ＮＰＯなど多様な主体が連携・協力しなが

ら、自治会を中心とした地域福祉活動の展開を進めます。 

（３）ＮＰＯ・ボランティア等の活動促進 

●ＮＰＯやボランティア団体などの活動強化に向けて支援するとともに、住民へ活動情報を提供するなど、

住民と連携しやすい環境整備に努めます。 

（４）交流の場の体制整備 

●各種講座やイベント等の実施や、学校と地域との交流など場づくりを推進します。 

 

基本施策２．支え合いと交流の推進 

（１）子ども・親同士が交流できる場の充実 

●各種会合の場（地域子育て支援センター・児童館・子育てサークル）で、親同士が交流できる場の充実を

図ります。 

（２）障がい者の交流機会の充実 

●各種行事などを通じて障がい者と地域住民との交流を図るなど、子どもの思いやりの心を育み、障がい者

の地域活動への参加を促進するとともに、障がい者の社会参加への理解を図ります。 

（３）世代間交流の推進 

●地域で催されるイベントについて、子育て世帯から若者・労働者・高齢者・障がい者まで幅広く参加でき

るように工夫します。 

 

基本施策３．地域包括ケアシステムの推進 

（１）見守りネットワークの充実 

●在宅を基本とするサービスを提供し、高齢者への日常生活支援や介護者の負担軽減を図るとともに、認知

症高齢者やひとり暮らし高齢者への支援、見守り体制を充実します。 

（２）介護・福祉・医療の連携強化 

●高齢者が地域で暮らし続けることができるよう、在宅医療や介護の連携体制を強化するとともに、必要な

情報は関係者間で共有を図ります。 

（３）健康づくりと介護予防の総合的な推進 

●生活習慣病の予防及び早期発見のための食事や運動に関する教室の開催など、より良い生活習慣の普及、

啓発、指導の強化を図ります。 

施策の展開 
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基本目標 2 市民一人ひとりが活躍するまちづくり 

地域福祉を担う人材の育成や、ボランティア活動などの福祉活動を推進します。また、生活困窮者等へ

の支援や相談体制が整備されたまちをつくります。 

 

基本施策１．福祉教育の推進と人材育成 

（１）福祉活動の担い手育成 

●関係機関と適切な役割分担を行い連携することにより、市内で行われているボランティア活動に対して支

援を行います。 

（２）福祉教育の推進 

●児童・生徒と地域住民の地域連携を積極的に推進します。 

 

基本施策２．情報提供・相談支援体制の充実 

（１）身近な総合的な相談支援体制の充実 

●福祉サービス利用援助事業や成年後見制度等の認知症高齢者や障がい者への支援に重点的に取り組みま

す。 

（２）情報提供体制の充実 

●広報紙やホームページに、制度やサービスの紹介をわかりやすく掲載します 

（３）生活困窮者への支援 

●生活困窮者の早期把握のため、関係機関との連携体制の充実を図ります。また、生活困窮者の自立促進の

ため、相談支援員・就労支援員による包括的な支援を推進します。 

（４）権利擁護の充実 

●成年後見制度を必要とする高齢者や障がい者に対して必要な助言を行うとともに、適切な利用を図るため

成年後見支援事業を実施します。 

（５）障がい者の就労支援の充実 

●障がい者の幅広い相談内容に対応するため相談支援体制を充実することで、問題の解決を図ります。 

（６）子育て支援の充実 

●地域子育て支援センター、家庭児童青少年相談室、乳幼児家庭全戸訪問等における相談支援体制の充実を

図り、関係機関と連携体制を強化します。 
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基本目標３ 安全・安心なまちづくり 

避難行動要支援者への支援体制や地域防災力の

向上を図るとともに、防犯体制を整備することで、

安全で快適な生活環境が確保されたまちをつくり

ます。 

 

基本施策１．防災対策の推進 

（１）防災活動の充実 

●市民に正確で迅速な情報提供をするため、防災行

政無線放送のデジタル化移行に向けた準備を進

めるとともに、防災情報をメール配信する「有田

市メール配信サービス」を推進します。 

（２）避難行動要支援者支援体制の充実 

●高齢者・障がい者・傷病者・妊産婦・乳幼児など

災害時の避難行動に支援が必要な人たちを災害

から守るため、避難や支援に必要な知識の普及を

図ります。 

 

基本施策２．防犯対策の推進 

（１）防犯体制の整備 

●防犯関係団体や市職員によるパトロールを実施

します。また、市民によるパトロールへの参加を

推進します。 

計画の推進 

○地域福祉を推進していくためには、全体的な視点で審議を行う機関が必要です。そのため、計画に基づ

く実行の結果は、市民や関係団体の代表などで構成する「有田市地域福祉計画策定委員会」により、地

域福祉計画の評価を行います。 

 

○本計画は、PDCA サイクルを活用し、各施策の効果や改善点を明らかにし、今後の施策につなげます。

また、本計画は、5 年を 1 期とした計画であり、計画期間の終了時に、「有田市地域福祉計画策定委員

会」による計画の見直しを行います。 


